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はなく，家庭部門の CO2 排出量削減にもつながるのではないかという視点から検証を行う。 
高齢社会と地球温暖化の関係については，これまで多くの議論がなされてきているが，
本論文では高齢者が居住する住宅に着目し，「高齢者が老朽化した広い住宅に住み続けるこ





















































第 4 章 高齢者の住宅に対するニーズと生活実態 
 ○将来には不安はあるが，現住居には満足 
 ○高齢夫婦世帯の家計は赤字  
世帯規模と住宅規模のミスマッチ 













第 9 章 高齢者の住み替え促進による CO2 排出量削減効果の検証 
 ○建て替えよりもリフォームの促進（旧省エネ基準の住宅かつ新耐震基準の住宅を対象＝築 20～30 年程度の住宅） 
 ○次世代省エネ基準へのリフォームおよび設備機器の更新により，家庭部門からの CO2 排出量の 44.2%分の削減効果 
3
 





第 2章 家庭部門における CO2排出量の増加 
 
2-1 はじめに 
我が国の CO2 排出量の推移をみると，2007 年のリーマンショックによる経済活動の停滞
までは総排出量，一人当たりの排出量ともに増加傾向にあった。その後，経済活動の回復












2-2 地球温暖化対策の中期目標                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
我が国の CO2 排出量を部門別でみると，産業部門が減少する中で業務部門と並んで家庭
部門が大きく増加している（図 2-1）。 
2010 年 3 月に地球温暖化対策基本法（案）が閣議決定された。その中核は温室効果ガス
排出量の中長期削減を達成することであり，条件付きながら，1990 年比で 2020 年までに
25％削減，2050年までに 80％削減という数値目標を掲げている。再生可能エネルギーの割
合も 2020年までに 10％水準に引き上げることが目標である。 



















































































































































2-3 一般家庭の CO2排出量 
 一般家庭が 1年間に排出する CO2は 1世帯あたり 4,760kgとなっている。燃料種別の内
訳をみると，電力からが 43.4％で最も多くなっており，次にガソリンが 26.3％，以下灯油
が 10.3％，都市ガスが 8.5％となっている。用途別にみると，動力他が 31.5％で最も多く
なっており，次に自家用乗用車が 27.0％，以下暖房が 14.6％，給湯が 14.2％となっている
（図 2-2）。 
住宅におけるエネルギー消費により排出される CO2 は，上でみた家庭からの CO2 排出量
のうち「自動車から（ガソリン＋軽油）」「ゴミから（一般廃棄物）」「水道から」を除いた
もので，いわゆる光熱費に相当し，全体の 67.4％，3,208kgとなっている。 







年の各用途別の排出量は，動力他が 1,500kg（46.8％），暖房が 697kg（21.7％），給湯が 674kg



















































           図 2-2 2010 年度の家庭からの CO2 排出量 
出所：独立行政法人国立環境研究所「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」（2012 年）より作成 
 












































































































































合計（左目盛） 灯油（右目盛） LPG（右目盛） 



























































































































合計（左目盛） 暖房（右目盛） 冷房（右目盛） 
給湯（右目盛） 厨房（右目盛） 動力他（右目盛） 
（Kg/年） （kg/年） 







第 3章 世帯の高齢化とエネルギー消費量 
 
3-1 はじめに 













 我が国の世帯数は 2015年ごろにピークを迎えるが，高齢者世帯（世帯主年齢 65歳以上）
はその後も 2030 年ごろまで 1,900 万世帯前後で微増を続けると推定され，特に 2020 年以
降は後期高齢者世帯（世帯主年齢 75歳以上）が増加する。反面，非高齢者世帯の世帯数は
減少する。 






                                                   
1 家庭部門 CO2 排出原単位（t-CO2/人）＝ －0.133×［平均気温（℃）］ （t 値＝－22.81） 
                    －0.639×［世帯人員（人）］ （t 値＝－9.07） 
                    ＋0.551×［戸建比率（－）］ （t 値＝3.36） 





























（千世帯） （千世帯） （千世帯） （％） （千世帯） （％） （％） （％） 
1990年 40,670 34,094  6,576 16.2  2,176  5.4  4.0  5.2 
2000年 46,782 35,646 11,136 23.8  3,943  8.4  8.2  6.5 
2010年 51,842 35,856 15,986 30.8  7,198 13.9  9.2  9.3 
2020年 50,441 31,449 18,992 37.7  9,427 18.6 12.5 12.7 
2030年 48,802 29,771 19,031 39.0 11,097 22.7 14.7 11.6 












と，築 30年以上（1980年以前の建築）では，持家戸建で約 4割，持家マンションで約 2割
















































1990年 1995年 2000年 2005年 

















































に住む 100 万世帯のエネルギー消費量（平均 31GJ／世帯・年×100 万世帯）を 1 単位とす
ると，戸建に住む 100 万世帯では 1.6 消費単位となる。この比率が一定4であるとすると，
世帯数に応じた各年のエネルギー消費量を計算できる。ここでは 1990 年から 2005 年まで
の国勢調査のデータを利用して，全世帯と高齢者世帯ごとに戸建とマンションのエネルギ
ー消費量の試算を行った。 















































































図 3-3 高齢者世帯の増加とエネルギー消費の増加の関係（その 1） 
出所：総務省「国勢調査報告」より作成 
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世帯数の増加量            エネルギー消費量の増加量 
（1990 年→2005 年）              （1990 年→2005 年）  
 
図 3-4 高齢者世帯の増加とエネルギー消費量の増加の関係（その 2） 
出所：総務省「国勢調査報告」より報告 
（注）（ ）内の％は 1990 年から 2005 年までの全世帯の増加量に対する寄与率を示す。 
-1,514 
4,600  
3,086  3,776  









非高齢世帯 高齢世帯 全世帯 





















































年）から 15.6％（平成 21年）に，「多少は不安に感じる」が 52.8％（平成 11年）から 56.3％
（平成 21 年）へと増加しており，将来の生活に多少なりとも不安を感じている高齢者は
63.6％（平成 11年）から 70.9％（平成 21年）へと大幅に増加している（図 4-1）。 
同様に，「平成 21 年度高齢者の日常生活に関する意識調査」において，高齢者世帯の住
宅に対する意識をみると，「住宅が老朽化している」が 13.4％（平成 11年）から 16.8％（平
成 21年），「庭の手入れが大変」が 6.7％（平成 16年）から 10.5％（平成 21年），「構造・
設備が不便である」が 5.6％（平成 11年）から 7.0％（平成 21年），「住宅が広すぎて管理

























図 4-1 将来の自分の日常生活全般に関する不安 






























図 4-2 高齢者世帯の住宅に対する意識，問題点 







































図 4-3 高齢期に備え，優先的にお金を使いたいもの 






























借家住まいは 16.2％，「人口 10万人以上の都市」では持家に住んでいる割合は 88.1％，借
家住まいが 11.6％，「人口 10万人以下の都市・町村」では 93.1％が持家に住んでおり，借
家住まいは 6.6％となっており，都市規模が大きいほど持家の比率が低くなっている。 



























図 4-4 高齢者世帯の居住形態 




















































































































割合が 70％で，75 歳以上の単身世帯（同 76.4％）や夫婦世帯（家計を主に支える者が 65



























図 4-5 高齢期における住宅，住環境改善ニーズ 

















































図 4-6 高齢期の住み替え先として望ましい住宅形態 























































































図 4-7 現時点における高齢者世帯の住宅，住環境改善意向 
















































図 4-8 現時点における高齢者世帯の住宅，住環境改善意向のない理由 



































































図 4-9 高齢者世帯の住宅，住環境に関する満足度 





































































図 4-10 高齢者世帯が住宅，住環境に関して優先する事項 



























































































図 4-11 子供のいる高齢者世帯における子供との住まいのあり方に関する意向 



























































齢者夫婦世帯（無職世帯）の月額平均実収入は約 22 万 4,000 円，月額平均実支出は約 26
万 6,000円となっている。また，高齢者単身世帯（無職世帯）の月額平均実収入は約 12万





































図 4-12 持ち家高齢者夫婦世帯（無職世帯）の家計収支 
出所：総務省「家計調査報告（家計収支編）―平成 21 年平均速報結果の概況―」より作成 












































図 4-13 持ち家高齢者単身世帯（無職世帯）の家計収支 












































図 4-14 持ち家高齢者夫婦世帯（無職世帯）の貯蓄残額シミュレーション 





































図 4-15 持ち家高齢者単身世帯（無職世帯）の貯蓄残額シミュレーション 

















































標残高を尋ねているが，世代ごとの目標残高は 60歳代で平均 2,284万円，中央値 1,000万
円，70 歳以上で平均 2,194 万円，中央値 1,000 万円となっており，実際の保有額に比べて




















図 4-16 高齢者世帯の家計の状況 



































































































図 4-17 高齢者世帯（二人以上世帯）の金融資産保有額の状況 
































金融資産非保有 500万円未満 500～1,000万円 
1,000～1,500万円 1,500～2,000万円 2,000～3,000万円 





図 4-18 高齢者世帯（二人以上世帯）の金融資産目標残高の状況 



























500万円未満 500～1,000万円 1,000～2,000万円 2,000～3,000万円 







図 4-19 高齢者世帯（二人以上世帯）の金融資産保有目的 
出所：金融広報中央委員会「平成 22 年家計の金融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］」より作成 































をみると，60 歳以上の高齢者世帯（二人以上世帯）で，直近 1 年以内に住宅や土地の取得
および住宅の増改築を実施したと回答した割合は，過去 4年間の平均で 5.4％，住宅を売却
したと回答した割合は 1.4％となっている。なお，高齢者による土地の取得および住宅の増























図 4-20 高齢者世帯（二人以上世帯）の土地・住宅の取得ないし増改築および売却について 
出所：金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査［二人以上世帯調査］」より作成 

























































図 4-21 高齢者世帯リフォーム額 


































100万円以下 100～300万円 300～500万円 500～1,000万円 





図 4-22 自己資金のみでリフォームを実施した世帯の割合 























































図 4-23 高齢者世帯の資産に対する態度 
























































































そこで本論文では，住宅資産の活用方法として，「夫 65 歳，妻 60 歳」「夫 75 歳，妻 70









































表 4-1 簡易シミュレーション実施にあたっての前提条件 
項目 設定条件・前提条件 
保有金融資産 




































新たな賃貸住宅に係る費用は月額 10 万円と設定（賃料：9 万円，
共益費 1 万円） 
夫，妻が亡くなるまでの各 2 年間は介護管理費用（1人月額 2万円）
を追加する 
東京駅まで電車で 30分程度の高齢者専用賃貸住宅を想定 














表 4-2 各世帯におけるシミュレーション実施パターン一覧 
世帯モデル 居住パターン 居住パターン例 
夫 65 歳 












夫 75 歳 








夫 80 歳 











4-4-1 夫 65歳，妻 60歳の世帯におけるシミュレーション結果 
4-4-1-1 自宅売却－中古住宅購入－サ高住入居というパターンで住み替えた場合 
自宅を 1,500 万円で売却した上で，郊外の戸建住宅を 800 万円で購入し住み替える。そ
の郊外の戸建住宅に夫が 80 歳になるまでの 15 年間居住した後，売却し，サービス付き高
齢者向け住宅（サ高住）に入居するケースを想定する。 
このケースの場合，売却直後の貯蓄額が自宅売却と中古住宅購入とその諸費用の差額の
約 600 万円が上乗せされ，約 1,600 万円となる。その後，生活費の補填で徐々に減少する
ものの，2件目の自宅の売却（15年目，夫が 80歳の時）で貯蓄が約 275万円増加し，約 1220
万円となる。しかし，サ高住に入居後は年間 120 万円が賃料として支出され，25 年目（サ
高住に住み替え後 10年目）で資金が底をつくことになる（図 4-24）。 
 
4-4-1-2 自宅賃貸－中古住宅購入－元の住宅に戻るというパターンで住み替えた場合 




その後は毎年，自宅の賃料収入として 105 万円があり，諸経費の差し引いたネットで約 56
万円を貯蓄に回すことができる。そして 15年経過後，自宅に戻る際に別宅を売却すること







13 年目まではリバースモーゲージによる融資により，貯蓄額 1,000 万円を保持する。14







































































































































































































































































































































































































































































































表 4-3 簡易資金シミュレーション結果一覧 
世帯モデル 居住パターン 有効性 妻の平均余命到来時の貯蓄の状況 
夫 65 歳 













夫 75 歳 















夫 80 歳 












































































































500 サンプル 200 サンプル 1,300 サンプル 
合計 2,000 サンプル 
「住み替えていない」 
37,794 
図 5-1 アンケート票回収の流れ 
アンケートの実施概要 
調査テーマ  住み替えと生活環境の評価に関するアンケート調査 
調査対象   関東大都市圏、中京大都市圏、京阪神大都市圏の三大都市圏に在住の 20歳以上の男
女（ただし、生徒・学生は除く） 
調査方法   インターネットによる二段階調査（プレ調査と本調査） 
調査実施期間 プレ調査 2013年 1月 23日～2013年 1月 31日 
本調査    2013年 1月 31日～2013年 2月 1日 
総回答数   プレ調査 45,057サンプル 
本調査    2,000 サンプル 
調査機関   NTTコム・オンライン・マーケティング・ソリューション株式会社（gooリサーチ） 
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 プレ調査では，最初に「2010 年～2012 年の 3 年間に，あなたの世帯もしくはあなた自身
が住み替えましたか。」という質問を行っている。その結果，「住み替えていない」が 83.9％，
「住み替えた」が 16.1％となっている（表 5-1）。  
 64 
 
   
表 5-1 住み替えの有無 
 実数 ％ 
全体 45,057 100.0 
1．住み替えていない 33,794 83.9 












境を改善するため」という「能動的住み替え」が 58.0％と予想以上に多かった（表 5-3）。 
  
  








検討せず」 「本気度高い」 「本気度低い」 
20～24 歳 63（10.8%） 125(21.4%) 11(01.9%) 55(09.4%) 330(56.5%) 584 
25～29 歳 568（19.3%） 490(16.7%) 145(04.9%) 0360(12.2%) 1,379(46.9%) 2,492 
30～34 歳 1,019（20.5%） 571(11.5%) 270(05.4%) 624(12.6%) 2,488(50.0%) 4,972 
35～39 歳 990（14.5%） 505(07.4%) 338(04.9%) 844(12.3%) 4,161(60.9%) 6,838 
40～44 歳 690（09.1%） 444(05.8%) 272(03.6%) 926(12.2%) 5,277(69.4%) 7,609 
45～49 歳 370（05.4%） 339(05.0%) 185(02.7%) 728(10.7%) 5,183(76.2%) 6,805 
50～54 歳 227（04.0%） 257(04.6%) 159(02.8%) 563(10.0%) 4,413(78.5%) 5,619 
55～59 歳 118（03.4%） 149(04.3%) 106(03.0%) 358(10.3%) 2,752(79.0%) 3,483 
60 歳～ 164（02.6%） 174(02.8%) 124(02.0%) 496(08.0%) 5,247(84.6%) 6,205 










   





1．転勤，就業，転業 1,811 24.9 
2．震災のなどの災害 156 2.1 
3．立ち退き要求 297 4.1 
4．収入が大幅に減少するなど経済的な理由 453 6.2 
5．親族の家の相続（現在，その相続した家に居住） 144 2.0 
6．親族の介護，世話（現在，その親族の家に同居） 193 2.7 
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1．希望物件やエリアについて思いを巡らせた 4,742 72.2 

















8．希望する物件の購入（賃貸の場合は契約）を申し込んだ 456 6.9 









次に年齢階層別にみると，全体では 30～34 歳と 35～39 歳が最多層である。「能動的住
み替え」の中では 30～34 歳が最も多く，次いで 35～39 歳，40～44 歳となっている。「能
動的住み替え」と同様に「受動的住み替え」の中では 30～34歳が最も多いが，25～29歳の
階層から 50～54歳の階層までが，いずれも 10％以上であり，特定の年齢層に集中していな












 次に本調査の対象となった 2,000サンプルの家族の総年収についてみる（図 5-3）。 
 能動的な住み替えを行ったグループの家族の総年収の割合は，「400～500万円」が 15.5%，












「能動的住み替え」 「受動的住み替え」 「本気度高い」 
20～24 歳 16 ( 1.2%) 65 ( 2.5%) 1 ( 0.2%) 22 ( 1.1%) 
25～29 歳 152 (11.7%) 29 (14.5%) 48 ( 9.6%) 229 (11.5%) 
30～34 歳 323 (24.8%) 37 (18.5%) 78 (15.6%) 438 (21.9%) 
35～39 歳 307 (23.6%) 30 (15.0%) 99 (19.8%) 436 (21.8%) 
40～44 歳 227 (17.5%) 24 (12.0%) 84 (16.8%) 335 (16.8%) 
45～49 歳 104 ( 8.0%) 27 (13.5%) 55 (11.0%) 186 ( 9.3%) 
50～54 歳 70 ( 5.4%) 20 (10.0%) 49 ( 9.8%) 139 ( 7.0%) 
55～59 歳 42 ( 3.2%) 10 ( 5.0%) 37 ( 7.4%) 89 ( 4.5%) 
60 歳～ 59 ( 4.5%) 18 ( 9.0%) 49 ( 9.8%) 126 ( 6.3%) 




















































































 アンケート回答者に対し，「住まい」に関する 4項目と「住まいの周辺環境」に関する 3
項目の計 7 項目について，「住み替える直前の不満度」「住み替え先を検討する際の重視
度」「現在の満足度」「現在の不満度」ごとに 1 位から 7 位まで順位づけをしてもらった
（表 5-6）。 









どの住居費負担」と並ぶ重要な検討項目となっている（図 5-4）。  
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表 5-6 「住まい」と「住まいの周辺環境」に関する質問項目 


































































































































































































































































































図 5-13 デンマークの高齢者の居住形態（2006 年） 







67～74歳 74～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上 67歳以上 80歳以上 




から 77歳の中高年者の 8割強は住み替え意向がないとことがわかった（図 5-14）。 
 また，住み替えを検討していると回答した人に対してその理由を聞いたところ，一番多







                                                   
9 E. B. Hansen and G. Gottschalk (2006), “What makes Older People Consider Moving House and What 




図 5-14 デンマーク住み替え意向の有無 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and 









図 5-15 デンマークの高齢者の住み替えの検討理由 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and 
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図 5-16 デンマークの高齢者の住み替え実施の有無 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and What 











図 5-17 デンマークの高齢者の住み替えを実施した理由 
出所：Hansen, E. B. and Gottschalk, G. (2006) “What makes Older People Consider Moving House and What 
































 アメリカの高齢者は，その 90％が一般住宅やアパートに居住している。残り 10％の高齢
者は，ナーシングホームへの入所（5％）もしくはサポート付き住宅での居住（5％）とな
っている10。 





                                                   






図 5-18 アメリカの高齢者の居住形態 
出所：Banerjee, S.（2012）, “Own-to-Rent Transitions and Changes in Housing Equity for Older American”より
作成  
72.9% 
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持家 賃貸 その他 a 
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5-3-2-2 高齢者の住み替えの実態 





歳の 11％から 65-69歳の 8％，70歳以上の 4％と高齢になるほど少なくなっている（図 5-19
上）。これは高齢になるほど住み替えに対して，抵抗感が強くなるためと思われる。 





















図 5-19 アメリカの高齢者の現住居での継続居住意向(上)とリフォームの実施意向（下） 
出所：National Council on Aging (2012) , “The United States of Aging SURVEY” より作成 
11% 8% 4% 
88% 90% 91% 
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ていない」と回答した人は 9割弱となった（図 5-20）。 


















図 5-20 アメリカの高齢者の従前よりも小さな家への住み替えの有無(過去 10 年間) 





65-64歳 65-69歳 70歳以上 








図 5-21  アメリカの高齢者のリフォーム実施の有無 





65-64歳 65-69歳 70歳以上 








図 5-22 アメリカの高齢者の継続居住を希望する理由（複数回答） 







































図 5-23 アメリカの高齢者の住み替えを希望する理由 





















図 5-24 アメリカの高齢者の住み替えを検討する場合の住み替え先 















図 5-25 アメリカの高齢者の別の都市への住み替えを検討する理由（複数回答） 




















いる高齢者の割合が高くなり，65～69歳が 72.3％，80～84歳が 79.6％，85歳以上が 79.4％
となっている。逆に借家に住んでいる割合は，年齢が上がるにつれて低下しており，65～






図 5-26 日本の高齢者の居住形態 
出所：平成 22 年国勢調査より作成 
72.3% 74.9% 77.3% 
79.6% 79.4% 
25.9% 23.6% 
21.3% 18.7% 17.8% 
1.8% 1.4% 1.4% 1.6% 2.7% 
65-69歳 70-74歳 75-79歳 80-84歳 85歳以上 







な差はみられないが，単身世帯においては，65 歳から 74 歳の単身世帯（81.8％）よりも




図 5-27 日本の高齢者の家族型別，住み替え，改善の意向 




























図 5-28 日本の高齢者の住み替え改善の意向の内容（住み替え意向のある高齢者世帯） 
出所：平成 20 年住生活総合調査より作成 

























図 5-29 日本の高齢者の最近の居住状況の変化 




























図 5-30 日本の高齢者の最近の居住状況の変化（変化内容）（高齢者のみ世帯） 







15.8% 49.1% 6.1% 
1.1% 
10.7% 
親・子・親族の家に移った 親・子・親族の家に移り、リフォームを行った 親の家を建て替えて同居を始めた 
家を新築した、又は新築の分譲住宅を買った 中古住宅を買った 中古住宅を買って、リフォームを行った 
賃貸住宅、給与住宅に移転した リフォームを行った 前の住宅を壊して建て替えた 

















図 5-31 日本の高齢者の住み替え，改善の目的（意向のある世帯）（2 つまで回答） 































 対象とした 3 カ国の高齢者の住み替えに対する意向は，それぞれ 10～15％であり，必ず
しも高くはなかった。一般的に欧米人はライフスタイルに合わせて住み替えると言われて
いるが，高齢者の多くは国籍に関係なく現在住んでいる家での継続居住を希望しているこ









の 14％，アメリカの 13.7％であるのに対し，日本は 3.5％であり，大きな差がみられた。 
 
                                                   
































































居住地域 1 都 3 県居住者 
平均的な金融
資産保有者 
年間世帯所得 600～800万円（グループ 1） 































居住年数 現住宅の居住年数が 10年以上をサンプルとして抽出 


































































表 6-2 高齢者の住宅関連コストと資金調達方法のイメージ 





























東京まで電車で 1時間 10分 




































6-5-1 50歳代の男女（グループ 1）に対するグループインタビュー 
6-5-1-1 参加者の属性 








 参加者の属性をみると，男性，女性ともに 3名ずつ，戸建居住者とマンション居住者も 3














男性。戸建住宅に居住。定年まであと 8年。住宅の規模は 3LDKで，子供 2名（高






















































































































































































6-5-3 60歳～65歳（グループ 3）の女性に対するグループインタビュー 
6-5-3-1 参加者の属性 
 このグループはグループ 2と同じく，1945年～1950年に生まれた団塊の世代である。参
加者の属性をみると，グループ 2 が全員男性だったのに対し，このグループ 3 は全員が女
 133 
性となっている。戸建居住者が 4 名，マンション居住者が 2 名となっている。単身者が 2
名で，夫婦のみ世帯が 2名，夫と子供あるいは親と同居しているものが 2名となっている。
配偶者がいる者の配偶者は全員就労しており，本人の就労状態については，パートを含め，










































































































 参加者の属性をみると，このグループは男性，女性がそれぞれ 3 人ずつであり，戸建居
住者とマンション居住者が 3 名ずつとなっている。夫婦のみの世帯が 4 名，子供と同居し







































































































































持家世帯類型別床面積構造（平成 15 年） 
 
持家世帯類型別床面積構造（平成 20 年） 
4 人以上世帯の持家住宅の 29％は












は 100 ㎡以上（392 万世
帯）  
 




















































































図 7-1 高齢者世帯と子育て世帯の住宅のミスマッチ 















































居住地域 1 都 3 県居住者 















































名ずつであり，子供が 2 人いる世帯が 3 名，子供が 1 人の世帯が 1 名となっている。民間






表 7-2 グループ１の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
  
A氏 女性。夫と子供 2人。埼玉県内の夫の社宅に住んで 7年目。2LDKで部屋が狭い
のが悩み。具体的ではないが物件チェックはしている。 
B氏 男性。妻と 4歳の子供１人。23区内の 2DKの賃貸に 8年間住んでいる。最近，
賃貸に住み続けるか，持家（マンション）にするかを具体的に検討している。 
C氏 男性。妻と子供 2 人。神奈川県内の賃貸のテラスハウスに居住しているが，最
近手狭さを感じている。新築のマンションのモデルルームを見学中。 
D氏 女性。夫と子供 1人。千葉県内の駅から徒歩約 10分の賃貸住宅（1階）に住ん




































つであり，子供が 2 人いる世帯が 3 名，子供が 1 人の世帯が 1 名となっている。公的な賃




表 7-3 グループ 2の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 女性。夫と 8 歳と 6 歳の子供 2 人。現在，23 区内の UR 住宅に住んでいるが，ぼ
んやりと持家にするか，賃貸にするのか検討中。 
B氏 男性。妻と 3 歳と 0歳の子供 2人。23区内の民間賃貸住宅に居住しているが，更
新時期が近づいているため，持家取得も視野に入れている。 
C氏 男性。妻と 3 歳の子供 1 人。埼玉県内の民間の賃貸住宅の在住（1LDK）に在住。
職場まで車で約 1 時間かけて通っているが，手間を考えると住み替えも難しいと
感じている。 




































つであり，子供が 1 人の世帯が 3 名，子供が 2 人の世帯が 1 名となっている。公的な賃貸
住宅に住んでいる人が 1 名，社宅に住んでいる人が 1 名，自宅を所有しているが現在単身





表 7-4 グループ 3の参加者属性 
参加者 主な属性，環境 
A氏 女性。子供と 2人暮らし。公営住宅に約 4年住んでいる。築 20年ほどで，やや
古めである。 
B氏 男性。妻と子供 2人。千葉県内の社宅在住。通勤の不便さが課題。 
C氏 男性。妻と子供 1人。神奈川県内に妻の両親と一緒に家を建てたが，自分だけは
単身赴任をしている。以前は同居していた 










































































































































































































































                                                   
14 横浜市や富山市が実施している住み替え支援制度など。 
15 平成 20 年の『住生活総合調査』において，「高齢期における住宅・住環境改善ニーズ」に関する質問を



































































                                                   




表 7-6 高齢者世帯と子育て世帯の住宅に関する意向 











































ク，アメリカ，日本の各種アンケート調査から～」PRI Review 46 号，国土交通政策研究所，2012 年，p.50 
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第 8章 高齢者の住み替えプランの検討 
 
8-1 はじめに 















































































































































































































































































































































































5 分以内       
5～10 分 
10～15 分   
15～20 分  
20 分以上  
 









































































































































































































































































































































                                                   
23 「買取オプション付き定期借家契約」に関する設問の回答に対し，「とてもあてはまる」：2 ポイント，







































































































































































たく検討しないだろう」が 10.6％となっている（図 8-10）。 
 179 
 





















～20 年未満」（42.9％）となっており，20 年未満という回答が 90％以上を占めている（図
8-11）。 












































































































































































第 9章 高齢者の住み替え促進による CO2 排出量削減効果の検証 
 
9-1 はじめに 





























究所の「日本の将来推計人口（平成 24年 1月推計）」の中位推計によると，総人口は 2030
年の 1億 1,662万人を経て，2048年には 9,913万人まで減少すると見込まれている（図 9-1）。




クを迎えることとなる。そのため，高齢化率は 2010 年の 23.0％から，2013 年には 25.1％
と上昇し，4人に 1人が高齢者という社会になっている。高齢化率は今後も上昇していき，





図 9-1 年代別人口の推移 
資料：実計値：総務省「国勢調査」（長期時系列） 




















































































































































































































































































世帯が総世帯の 42.5％を占めるようになるとの推計結果が出ている（図 9-2）。 
 総人口は 2010年に 1億 2,805万人となりピークを迎えたが，総世帯数は少し遅れて 2015
年に 5,060万世帯となりピークを迎えると推計されている。 
 世帯構成の変化に関して，国立社会保障・人口問題研究所の「日本の世帯数の将来推計
（平成 25 年 1 月推計）」をみると，単身世帯が急激に増えていることがわかる（図 9-3）。

















点では，居住者のいない住宅は 799万戸となり，そのうち空家は 757万戸で空家率は 13.1％
となっている。 
 その 757万戸の空家の内訳を見てみると，賃貸用が 413万戸，売却用が 35万戸，別荘な
どの二次的住宅が 41万戸となっており，これらは市場で流通している住宅もしくは何らか
の形で利用されている住宅とすることができる。一方で，長期不在・壊し予定という市場

















法律」に定められており，直近では 2013 年 5 月（法律第 49 号，最終改正 2013 年 5 月 31
日法律第 25 号）に改正されている26。改正前までは，同法はあくまでも努力目標にすぎな
かったが，本改正では 2020年までに新築住宅の省エネ義務化を視野に入れている。 





                                                   








図 9-2 住宅ストック約 5,000 万戸の断熱性能 
資料：統計データ、事業者アンケート等により推計（2012 年） 

















 空家の総数は，図 9-3 から分かるように，1988 年の約 400 万戸から，20 年後の 2008 年
には約 800 万戸弱とほぼ 2 倍に増えている。種類別の増加傾向を見ると，賃貸用又は売却
用の空家は，1978年から 1988年にかけて 1.49倍，1988年から 1998年にかけて 1.50倍と
増えていったが，1998 年から 2008 年にかけては 1.27 倍と，増加率は減少傾向にある。一
方，その他の住宅は 1978年から 1988年にかけて 1.34倍，1988年から 1998年にかけて 1.39






 また，「その他の住宅」（約 268 万戸）は中古住宅市場に出てこない住宅であるが，その
割合は空家総数の 3分の 1強を占めている。そのうち「一戸建（木造）」と「一戸建（非木






図 9-3 空家の種類別の推移 
資料：総務省「平成 20 年住宅・土地統計調査」 
出所：社会資本整備審議会住宅宅地分科会（第 35 回）資料より作成 
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図 9-4 空家の種類別内訳 
資料：総務省「平成 20 年住宅・土地統計調査」 






































 次に，国土交通省「平成 15 年度住宅需要実態調査」と「平成 20 年度住生活総合調査」
より，住宅購入者の新築住宅，中古住宅に対する意識をみていく。 
「新築する」（新築住宅を建てる）と「新築住宅」（建て売りの新築住宅を購入する）を
希望する人は合わせると半数近くに上るが，その割合は 2003 年の 57.3％から，2008 年に
は 49.6％へと減少傾向にある。一方，「中古住宅」（中古住宅を購入する）は，2003年の 7.9％
から 2008年には 9.3％と若干増加している。大きく増加したのは，「まだ決めていない」で












図 9-5 消費者住宅購入意識調査（平成 15 年・平成 20 年比較） 
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図 9-6 建築の時期別住宅数（全国） 
















9-3 住宅の断熱改修による CO2排出量削減の検証 
9-3-1 断熱改修による CO2排出量削減効果 
住宅のライフサイクルを 30年とし，その間の住宅 1棟当たりの CO2排出量をみると，居
住時の排出量が 69.8％で最も多くなっており，次いで原材料からの排出量が 14.5％，工場
生産からが 4.1％となっている。次に，居住段階での CO2排出量の内訳を見てみると，動力






































失われる熱量は 723W/Kで，壁からが 250 W/K（全体の 34.6％），窓からが 238 W/K （全体
の 32.9％）となる。以下，すきま風や換気によるものが 102W/K，床からが 71W/K，天井か
らが 62 W/K となっている。その住宅を次世代省エネ基準を満たすようにリフォームすると，
全体から失われる熱量は 312 W/Kとなり 412W/K（－57％）が削減される。壁から失われる
熱量は 59 W/K（－76％）となり，窓からは 151 W/K（－37％）となる。以下，すきま風や
換気からが 58W/K，床からが 26 W/K，天井からが 18 W/Kとなっている（図 9-8）。 
次に，旧省エネ基準の住宅を次世代省エネ基準を満たすようなリフォームをした場合の
暖房使用時のエネルギー消費量を計算する。図 9-2 のケースで計算すると，旧省エネ基準
の住宅の Q値（熱損失係数）は 5.38W/㎡であり，リフォーム後の Q値は 2.32 W/㎡となる27。
外気温を 5℃で室温を 18℃に保つとすると，旧省エネ基準の住宅の場合，必要な総熱エネ
ルギーは約 9,407W/hとなる28。ここから生活熱（約 500 W/h）と窓からの日射熱（約 1,000 
W/h）を引いた 7,907 W/hが室温を 18℃に保つために必要な暖房熱ということになる。同様
に，次世代省エネ基準を満たすようなリフォームを行った場合に必要な暖房熱を計算する































































































図 9-9 暖房使用時のエネルギー消費量（概念図） 
必要な暖房熱量の全体 

















東京地域の各係数は以下のとおりである。係数 0＝‐99,964.6，係数 1＝12.5583，係数 2
＝119.8156，係数 3＝4,126.2，係数 4＝2,880.6，係数 5＝539.2169。変数 A，Eについては，
伊香賀のシミュレーション条件（変数 A＝1592，変数 E＝16h）を使い，変数 Bは 134.5㎡，
変数 C は 5.38（旧基準）と 2.32（次世代），変数 D は 18℃とした。その結果，旧基準の住
宅の暖房によるエネルギー消費は 18,820.64MJ，次世代基準の住宅は 6,194.466MJ となり，
リフォームにより約 67％に相当する 12,626.174MJ（CO2 換算で 1,368.9kg）の削減効果が
あった29。なお，冷房によるエネルギー消費は，旧省エネ基準の住宅で 6,823.924MJ，次世
代省エネ基準の住宅で 6,358.517MJとなり，その削減効果は CO2換算 49.5kgとなり，暖房
の場合ほどの削減効果はみられなかった30。 





れる旧省エネ基準の持家戸建は約 510万戸である（図 9-10）。 
                                                   
29 12,626.174MJ×0.2778（単位換算係数）×0.39（二酸化炭素換算係数）=1,368.9kg 
30 465.425MJ×0.2778（単位換算係数）×0.39（二酸化炭素換算係数）=49.5kg 
31 2010年の数値。自家用乗用車，一般廃棄物，水道からの CO2排出量は除いている。 
                     変数Ａ          変数Ｂ          変数Ｃ           
年間負 ＝係数 0＋係数 1× デグリデー＋係数 2×床面積＋係数 3× 熱損失係数 
［MJ/世帯］              ［度日/年］         ［㎡］         ［W/㎡ K］  
     変数Ｄ         変数Ｅ 
＋係数 4× 室温＋係数 5×空調運転時間 




























































                                                   
32 『住宅・土地統計調査（平成 20 年）』によると，4 人以上世帯の持家住宅の 29％（275 万世帯）が 100











9-4 設備機器の更新による CO2排出削減効果の検証 
また，リフォームによる CO2 排出削減は断熱改修によるエネルギー使用量の削減による
ものだけではなく，各種設備機器の更新によるものもある。とりわけ，給湯と動力他（照
明など）は家庭における CO2 排出量の 7 割弱を占めていることから，給湯設備を省エネル
ギー・高効率タイプのものに更新したり，照明設備を LED に交換することは相当の効果が
あると考えられる。 











 まず，照明器具についてであるが，白熱電球（消費電力 54W）から LED 電球（消費電力
6W）に交換すると，１箇所あたり年間 35.6kg の CO2 排出量削減となる34。各家庭により照
明器具の設置箇所，点灯時間，および元の電球の消費電力数が異なるため正確な数値を出
すことはできないが，2 箇所分と想定すると，１軒あたりの CO2 削減量は年間 71.2kg とな
る。 
 次に，古いエアコンを省エネタイプに買い替えた場合，1 台当たり年間 97kg の CO2 排出
量削減となる。一戸当たりのエアコン設置台数は約 2.6 台なので，一戸当たりの CO2 削減
量は 252.4kgとなる。 
 古い冷蔵庫を省エネタイプに買い替えた場合，1台当たり年間 123kgの CO2 排出量削減と
なる。一戸当たりの冷蔵庫の設置台数は約 1.3台なので，一戸当たりの CO2削減量は 159.9kg
となる。 
 給湯器を高効率給湯器（CO2冷媒ヒートポンプ型）に買い替えるとすると，1台当たり年
                                                   
34 年間点灯時間を 2,000時間（1日当たり約 5.5時間）で計算した。 
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間 565kg の CO2 排出量削減となる。給湯器の設置台数は一戸当たり 1 台が一般的であるの
で一戸当たりの CO2削減量は 565kgとなる。 
この結果，設備機器の更新のみによる CO2 排出削減量は 1,048.5kg となり，これは家庭






図 9-11 世帯主の年齢階級別省エネ耐久財の普及率（二人以上の世帯）―平成 21 年― 




























30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 





図 9-12 世帯人員別省エネ耐久財の普及率（二人以上の世帯）―平成 21 年― 






















２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 







図 9-13 延べ床面積別省エネ耐久財の普及率（二人―平成 21年―） 




















50㎡未満 50～100㎡ 100～150㎡ 150㎡以上 





表 9-1 設備機器の更新による CO2 削減効果 
 1 台あたりの削減量 台数・箇所 合計 
照明器具 
（白熱電球から LDE 電球へ） 
35.6kg 2 箇所 71.2kg 
エアコン 
（省エネタイプ） 
97kg 2.6 台 252.4kg 
冷蔵庫 
（省エネタイプ） 
123kg 1.3 台 159.9kg 
給湯機 
（CO2 冷媒ヒートポンプ型） 
565kg 1 台 565kg 
 
 合計 1,048.5kg 
 
出所：チーム・マイナス 6％「私のチャレンジ宣言 温暖化防止メニューと CO2削減量」 
 214 
9-5 高齢者の住み替えによる CO2削減効果の検証 




 また，家庭部門全体の CO2 排出量と比較を行うと以下のような次のような結果になっ
た。築 20～30年の戸建住宅における中高年者世帯の保有率を 80％と仮定すると，高齢者世
帯の住み替え率は「住生活総合調査」では 6.5％となっているので，約 26.5 万戸の中古住
宅が市場に出回ることとなる。築 20～30年の中古住宅の成約率は 20％程度35なので，築 20
～30年の中古住宅の流通量は年間に 5万戸ということになり36，旧省エネ基準の住宅を次世
代省エネ基準の住宅にリフォームした際の CO2 削減量は 2,466.9kg であるので，年間 5 万
戸のリフォームが行われた場合の CO2の総削減量は 123,345トンとなる。これを 2010年の
家庭部門の CO2 排出量（1 億 7,164.8 万トン）と比較すると 0.72％分となり，決して大き
な割合ではないが，施策等により築 20～30年の戸建住宅を中心とした中古住宅の流通量を
現在の 3倍にまで増やすことができれば37，築 20～30年の中古住宅の流通量が年間 15万戸














                                                   
35 東日本流通機構（東日本レインズ）の公表資料より。 
36 『住宅・土地統計調査』によると，過去 10 年の中古住宅の売買件数は年間 15～18 万戸程度の間で推移
してきている。そのうち，戸建住宅の割合は 4割程度であるので，中古の戸建住宅は年間 6～7万戸程度流
通していることとなる。 
37 平成 20年における既存住宅流通シェアは 13.5％を 40％までに増やすことを想定。 
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第 10章 結論 
 
 第 2 章から第 9 章までにわたり，高齢者世帯と子育て世帯間で住宅ストックの循環，す
なわち中古住宅の流通を促進させることにより，家庭部門からの CO2 排出量をどれだけ削
減できるかの検証を行ってきた。 
 第 2 章では，京都議定書の CO2 排出削減目標を達成すべく各主体が努力してきた中で，
産業部門が着実に CO2 排出量を減らす一方で，家庭部門は増加傾向にあり，より一層の削
減努力が必要であることを明らかにした。 
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